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 中朝経済協力の深化と南北関係
中朝貿易の進展とその背景
近年中朝間の経済関係が深化している。韓
国政府機関の統計によれば、昨年 中朝貿易額は五六億三千万ドルに上り、十年前である二〇〇二年（七億四千万ドル）の約八倍にも達した。今年一～七月の 額は、前年同期比一五％増加した三五億五千万ドルを記録し、通年では史上最大だった昨年の貿易額を超える見通 である。また、北 鮮の対外貿易額で中国が占める比率は、二〇〇二年の二二・五％から〇五年三九・〇％、〇八年四九・五％、そして一一年には七〇・一％まで急増（図参照） 。中国 北朝鮮から主に無煙炭、鉄鉱石などの鉱物を輸入す 半面北朝鮮は中国から原油を多く輸入 ている。
中朝貿易額が増大した主な理由としては、
①北朝鮮が輸入する原油価格の高騰で貿易額が膨らんだ、②国連の対北朝鮮経済制裁（中国以外の）貿易相手国・貿易額が減少した、ことなどに加え 二〇一〇 五月から韓国政府が実施している「五・二四措置」と呼ばれる対北経済制裁（同年三月に北朝鮮が韓国軍哨戒鑑を撃沈したことへの報復措置と
して、開城工業団地貿易以外の物品・委託加工貿易を停止）で、北朝鮮の対中傾斜に拍車が掛かったことが挙げられる。さらに、近年中国は地政学的にも同じ社会主義国である北朝鮮の体制維持を重視しているほか、自らの経済発展の足掛かりとして、同国 経済再建に向けた投資協力を活発化させていることも影響している。従来の物品貿易から投資協力へと両国 関係 変化してきているのである。昨今の中国側による多数の対北投資計画も今後実行に移されると、それ伴うインフラ用資材などが大量に北朝鮮に搬出されるため、貿易額がいっそう増大貿易品目の構成にも変化が起こることが予想される。羅先を中心に活発化する投資協力
今年八月、北朝鮮の張成沢・国防委員会副
委員長が中国 訪問した。張副委員長の訪中は、金正恩政権発足後、中国を公式訪問した初めての北朝鮮首脳ということで内外の注目を集めた。張副委員長の訪中時、北朝鮮は中国との間で西海岸側の 朝国境地帯を流れる鴨緑江 中州である（北朝鮮領の）黄
金坪・威化島経済地帯、東海岸側の羅先経済貿易地帯の共同開発に向けた管理委員会を創設することで合意したほか、九月には中国各地で投資説明会と貿易博覧会を開催。一〇月には中国・丹東 開かれ 中朝経済貿易文化観光博覧会で、共同プロジェクトの締結式が行われ、計七二件（一二億六千万ドル相当）に及ぶ協力覚書が交わされた。
中国はとくに東海岸側の羅先に対して、
積極的なインフラ投資を行っている。
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一九九〇年代初頭に外資誘致に失敗し、開発計画が頓挫した同地域への関心は現在非常に高く、中国の国家プロジェクトである「長吉図開発開放先導区建設案」 （吉林省）の一環として事実上、開発が進められている。また、今年九月には 朝国境付近の北朝鮮・元汀里と羅津港を結ぶ約五〇㎞の道路改修工事が完了したほか、中国・琿春と羅津港を繋ぐ鉄道建設にも合意し、ボーリングなどの地盤調査を終えた段階にある。さらに来年初には琿春から羅津港に向かう途中に位置する新豆満大橋の建設に着工するとともに、中国が羅先に発電所と送電施設を建設する計画も打ち出されている。羅先地域の再開発をめぐる動きは、豆満江デルタを中心 国境を越える地域経済圏へと 展す 可能性を広げており、今後の推移が注目される。
一方、黄金坪と威化島の開発状況は、羅先
とは対照的で準備段階に留まっている。中国にとって羅先の開発は、積年の願いであった「外洋港の確保」 （中国・東北部から日本海に出る物流ルート）という最大利点があるものの、西海岸側では中国の経済的インセンティブがそれほど働かない。中国 内で乱立する経済特区と競合する上、多額の資金と長期に及ぶオペレーションを要するグリーンフィールド投資（新地状態 らの開発）となるため、進出企業の採算が見込めないことなどが背景にある。また、北朝鮮南部に位置する開城工業団地と比較しても、同団地の場合は韓国の統一政策、すなわち国策として開発が推進されているため、民間企
業が被る投資リスクや採算性は（一定程度）保障されるが、黄金坪と威化島に関しては、中国側の経済的利点が少ないことから、現時点で中央・地方政府によるインフラ整備などの支援体制が整っていない。
このほかにも中朝は農業や観光などの分野
まで協力関係を深めてい 。 「農業部門の協力に関する了解覚書」 （一〇月）を締結したほか、北朝鮮は昨年末、金剛山を国際観光地とする意向を表明。同地はもともと韓国企業の独占契約で開発された地域であるが、中国人観光客に開放した。今年六月には、羅津港から金剛山へ向かう遊覧船観光が登場し、七月には延吉～金剛山を結ぶ航空路線も開通した。南北関係への影響
北朝鮮による対中経済依存の深化は、南北
経済協力のウェイトを低減させており、これまで韓国の対北事業者が高いカントリーリスクの中で開拓してきた「北朝鮮市場」に中国企業が大挙して進出する状況を生み出している。現在、開城工業団地を除く南北経済交流は二年半にわたり中断 、北朝鮮の対外貿易額で韓国が占める比率は「五・二四措置」施行前 ある二〇〇九年の三三・〇％（中国：五二・四％）から、昨年は二一・三％（同七〇・一％）まで低下した。この間に北朝鮮の対中輸出は鉱物、衣類、魚介類などが急増したが、これら 従来北朝鮮の代表的な対韓輸出品目であった。北朝鮮企業は「 （ 「五・二四措置」により）衣類などの委託加工の取引先や、魚介類の 先を韓国から欧州・
中国企業へ切り替えている」 （韓国の対北貿易関係者）とされ、韓国企業が長い時間と労力を費やして構築してきた北朝鮮国内の労働者や生産設備などの人的・物的資源 、結果的にそれらの国への輸出拠点とし 活用される結果を招いた。
他方、中朝経済協力の深化は、北朝鮮が改
革・開放路線へ転換する契機をもたらし、南北関係にも肯定的な影響を与えるとの見方が一部の韓国政府関係 研究者から提起ているが、 「市場経済」や「改革・開放」に対する警戒感が強い北朝鮮現政権の特性から判断すると、その可能性は希薄である。むろ北朝鮮の南北経済協力に対する需要を減少させるため、経済交流を軸とした韓国の統一政策に否定的な要因として作用す 。
新たな段階に突入した中朝経済協力は 韓
国の次期政権に対しても、現政権下で五年近く滞った南北関係の改善を促す「圧力」 半ば化しているようである。本稿執筆時（一一月）は、韓国大統領選挙投票日（一二月一九日）前であるため、次期政権の対北朝鮮政策を評価することはできないが、各候補のマニフェストを見る限り、保革とも一様に南 経済協力の拡大策を提唱している。しかし、南北経済交流の再推進だけで事態が進展するほど問題は単純ではない。事の本質は、朝鮮半島をめぐる地域経済構造がすでに南北双方の思惑を超え、中国を中心とした巨大かつ複雑な構造へと再編しているところにある。
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